
 

 

株式会社 GRCS が企画・開発した脆弱性レポート日次発信サービス（商品名：「脆弱性 TODAY」）

の利用を希望されるお客様は、以下に記載するサービス約款の内容をご確認下さい。 

 

「脆弱性 TODAY」を申し込まれるお客様は、以下に記載するサービス約款にご同意頂いたものと

看做されます。 

 

「サービス約款」 

 

第1条 （目的） 

このサービス約款（以下、「本約款」といいます）は、第 2 条第 5 号に定義するクライアントが株式会

社 GRCS（以下、「GRCS」といいます）の企画・開発による脆弱性レポート日次発信サービス（商品

名を「脆弱性 TODAY」といい、以下、「本サービス」といいます）を利用するうえで必要な事項を定

めることを目的とします。 

 

第2条 （定義） 

本約款において、次の用語は各号に示す意味を持ちます。 

(1) 「本サービス」は、第 1 条に定義する意味を持ち、将来 GRCS が提供する本サービスの

改訂版及び本サービスの関連資料を含み、次のサービス水準の範囲内で提供されるも

のとします。 

①  国内外３０以上の Web サイトをカバーし、製品及びサービスの脆弱性情報を日

次収集します。 

②  外国語は和訳し、収集した脆弱性情報をメール等によりクライアントが予め指定
した宛先に日本語で配信します。 

③  日本における休日（土曜日及び日曜日並びに国民の祝日に関する法律に規定
する休日）及び年末年始等 GRCS が定める休日以外の日の日本時間で午前６

時までに公表された脆弱性情報を同日午後３時前後に配信します。 

④  脆弱性情報が無い場合の配信はありません。 

⑤  脆弱性情報には製品名・該当バージョン・深刻度を示す指標を含みます。 

⑥  脆弱性情報は、テキストデータに加え CSV形式により提供します。 

(2) 「販売代理店」とは、GRCSの非独占的販売代理店として「本サービス」を販売する企業を

いいます。 

(3) 「クライアント」とは、「本約款」の内容に同意し、また、GRCS 又は「販売代理店」との間で

本サービス契約を締結して、本サービスを利用する企業等の法人をいいます。 

(4) 「本サービス利用期間」とは、第 7条第 4項に記載する、クライアントが有償で本サービス

を利用できる期間をいいます。 

(5) 「クライアント」が「販売代理店」との間で本サービス契約を締結する場合、当該クライアン
トに対しては、（ア）本サービスの利用申込手続きに関し、「本約款」第 6条第 2項に定め

る手続きに代わり、「販売代理店」の定める利用申込手続きを適用するものとし、（イ）「本

約款」第 6条第 3項及び第 5項、第 7条第 1項及び第 5 項乃至第 9項、第 8条、第 9

条、第 10 条第 2 項、第 11 条乃至第 16 条並びに第 18 条において、「GRCS（網掛け表

示は参考に過ぎません）」との表示を「販売代理店」に読み替えるものとします。 

 

第3条 （使用許諾） 

1. GRCS は、本約款の条件に従い、クライアントが本サービスを非独占的に自己利用する権利

をクライアントに付与します。 

2. クライアントは、前項により GRCS が付与する権利を、事前の書面による GRCS の同意を得る



 

 

ことなく、第三者に譲渡又は移転してはなりません。 

 

第4条 （知的財産権及び所有権） 

1. マニュアル、手順書、本サービスにより配信される情報等の著作権を含む本サービスに関連

する全ての知的財産権は、GRCS又は GRCSに権利を許諾する第三者に帰属します。 

2. GRCSは、本約款により、前条に規定する権利のみをクライアントに付与します。本サービス及

びその派生物に関連する著作権その他の知的財産権並びに所有権その他の権利を GRCS

がクライアントに付与するものではありません。 

 

第5条 （無償サンプルファイルの閲覧） 

1. クライアントは、本サービスが提供する情報の内容を確認する目的で、本サービスにより配信

する情報のサンプルファイルを GRCS のウェブサイトから無償でダウンロードすることができま

す。 

2. 無償サンプルファイルは、ファイルダウンロード時点における最新の情報ではありません。あく

まで本サービスが提供する情報の概要を理解いただく目的の為のみに無償サンプルファイル

を閲覧ください。 

 

第6条 （本サービスの利用開始までの流れ） 

1. 本サービスによる情報配信は、本サービスの利用初年度を除き、連続する１２か月を１単位と

する利用期間毎に提供されます。 

2. 本サービスの利用申込手続きは次の通りです。 

(1) 脆弱性 TODAY のウェブサイト内にある「お申し込み・お問合せフォーム」又は GRCS の

ウェブサイト内にある「お問い合わせフォーム」を通じて見積書を依頼するか、営業担当

者に直接見積書発行を依頼するものとします。 

(2) 本サービスによる情報配信は、クライアントから指定された同一法人内のグループ又はメ
ーリングリストを含むメールアドレス宛にのみ配信されます。また、グループ会社への再

配信を前提としたホールディングス（持株会社）による契約等については、要望により別

途見積もりを行います。 

(3) 前１号記載の依頼に基づき、GRCSは本サービスに関する見積書及び「脆弱性 TODAY 

使用申込書」を発行のうえ、クライアントに送付（メール及び郵送）します。 

(4) クライアントは、「脆弱性 TODAY 使用申込書」の記載事項に間違いがないか確認後、

「脆弱性 TODAY 使用申込書」に記名押印のうえ、GRCS に送付（PDF をメール添付、

ファクシミリ又は郵送）することにより、本サービスの利用を正式に申込したことになり、本

約款に同意したものと看做されます。 

(5) 送付後の「脆弱性 TODAY 使用申込書」は、原則として取り消しできません。 

3. GRCSは、自らの裁量により、クライアントからの本サービス利用申込を拒否する権利を留保し

ます。 

4. 前項によって本サービス利用申込を拒否した場合を除き、GRCS は、配信準備が完了次第、

「脆弱性 TODAY 使用申込書」で指定されたクライアントのメールアドレス宛に本サービスに

よる情報配信を開始します。 

5. 本サービスによる情報の発信サービスを開始することにより、クライアントと GRCS の間で本約

款に基づく本サービスの提供に関する契約（以下、「本サービス契約」といいます）が成立しま

す。 

 

第7条 （本サービス利用料及び支払） 

1. クライアントは、クライアントが本サービスを利用する利用料金（以下、「本サービス利用料」と

いいます）を支払うものとします。「本サービス利用料」は、GRCS が別途定める利用料金表



 

 

（以下、「サービス料金一覧表」といいます）の通りです。「サービス料金一覧表」は改訂される

ことがあります。「サービス料金一覧表」が改訂された場合においても、契約済みの利用期間

については、契約時の本サービス利用料が適用されます。改訂後の本サービス利用料は、

契約更新後の利用期間より適用となります。 

2. 初年度の利用開始月に限り、残存日数の多少に関係なく、当該月（以下、「無償サービス期

間」といいます）の本サービス利用料を無料とします。無償サービス期間の適用は、クライアン

ト毎に１度のみとなります。 

3. 無償サービス期間は、クライアントが本サービスの利用を申込した月ではなく、GRCS が本サ

ービスによる情報配信を開始した日が属する月です。クライアントより「脆弱性 TODAY 使用

申込書」を受領してから情報配信を開始するまでに要する日数は通常５営業日程度です。休

日その他の事情により、手続きに想定を超える日数を要することがあります。 

4. 本サービス利用料の課金対象となる利用期間は、無償サービス期間の翌月 1 日を開始日と

する連続した１２か月間（以下、「本サービス利用期間」といい、第 8 条第 3 項の規定により更

新された本サービスの利用期間を含むものとします）であり、また、本サービス利用料の支払

は、年額の一括前払いとなります。 

5. GRCS は、本サービス提供開始にあたり、本サービス利用料年額、支払期日（本サービス利

用期間の開始月末日）、支払方法（GRCS の指定銀行口座に振込）を記載した請求書をクラ

イアントに送付します。 

6. クライアントは、GRCS の請求書に従い本サービス利用料年額に消費税を加えた金額を請求

書に記載される GRCS の指定銀行口座に振り込むことにより、本サービス利用期間中、継続

的に本サービスを利用することができます。なお、本サービス利用料支払時の銀行手数料は

クライアントの負担となります。 

7. GRCS の請求書に記載された支払期日までに本サービス利用料年額の入金が確認できず、

ククライアントとの連絡が取れない等により、クライアントに支払いの意思がないと GRCS が判

断する場合、GRCSは、本サービスを停止します。 

8. 前項の場合、クライアントは、本サービスの停止日をもって本サービス契約の解約を申し込ん

だものと看做されます。この場合、本サービス契約の解約にかかわらず、クライアントは、本サ

ービス利用期間の内、経過済の１か月に係る本サービス利用料及び解約手数料（５万円（消

費税別途））の支払義務を免れません。 

9. GRCS が定める支払期日までに前項の本サービス利用料及び解約手数料の支払が行われ

ない場合、クライアントは、支払期日の翌日から支払を完了する日までの日数に応じ、その支

払金額に対して年利 14.6％の割合で計算した金額を遅延損害金として GRCS に支払う義務

を負います。 

 

第8条 （本サービス利用期間の更新） 

1. GRCS は、本サービス利用期間が終了する日の３か月前の日を目途として、クライアントに対

し、本サービスの利用期間の更新に関するお知らせを送付（郵送及びメール）します。 

2. クライアントは、本サービスの利用期間の更新を希望しない場合、本サービス利用期間が終

了する日の２か月前の日（以下、「解約通知期限」といいます）までに、本サービスの利用期間

を更新しない旨書面で GRCSに通知（メール、ファクシミリ又は郵送）します。 

3. 解約通知期限までに、クライアントによる本サービスの利用を更新しない旨の通知がGRCSに

到着しない限り、ククライアントは、本サービスの利用を既存の本サービス利用期間に続く１２

か月で構成される新たな本サービスの利用期間につき同一条件で更新することに同意したも

のと看做されます。この場合、GRCS は、本サービスを継続してクライアントに提供し、更新後

の本サービスの利用期間に係る本サービス利用料に関する請求書をクライアントに送付しま

す。支払手続きは、第 7 条第 6 項乃至第 9 項に記載された内容に準じます。その後の本サ



 

 

ービスの利用期間の更新についても同様とします。 

 

第9条 （解約） 

1. 第 8条第2項に従いクライアントが解約通知を GRCSに送付する場合、GRCSは解約通知受

領後、解約申請書の書式を、クライアントに送付（メール及び郵送）します。 

2. クライアントは、解約申請書に記名押印のうえ、本サービス利用期間が終了する日の１か月前

の日までにGRCSに返却（PDFをメール添付、ファクシミリ又は郵送にて送付）することにより、

本契約の解約を正式に申請します。 

3. GRCSがクライアントの解約申請を受領し、受け付けることにより本契約は解約となります。 

 

第10条 （禁止事項） 

1. クライアントは、本サービスにより GRCS が配信した情報を同一法人内における利用に限定し

て用いるものとし、当該情報を当該法人外に配信又は再販してはならず、第三者にこれらの

行為をさせてはなりません。但し、コンサルティングサービス用として本サービスによる配信情

報を利用する場合等は、別途再販用の利用契約を締結することにより再販による利用が可能

となる場合があります。 

2. 本サービスにより配信される情報を（１）持株会社（ホールディングス）等親会社がグループ会

社に対し再配信する場合、（２）グループ内の一社がグループの親会社又は関連会社に再配

信する場合等は、本契約の対象外です。このような利用の場合は、グループ会社間での共通

利用を前提とする利用契約を GRCS と締結する必要があります。 

 

第11条 （秘密保持） 

1. GRCS 及びクライアントは、本サービスに関連して相手方が機密として提供した情報を、第三

者に漏洩してはなりません。ただし、法又は政府機関から開示の要求がある場合はこの限り

ではありません。 

2. クライアントは、本サービスにより機密として配信される情報を、第三者に漏洩してはなりませ

ん。ただし、法又は政府機関から開示の要求がある場合はこの限りではありません。 

3. 前二項の規定は、以下に該当することを証明できる情報には適用しません。 

(1) 公知の情報又は相手方から取得した後若しくは本サービスにより配信された後自己の
責めによらず公知となった情報 

(2) 相手方から取得した時又は本サービスにより配信された時に既に保有していた情報 

(3) 第三者から適法に取得した情報 

(4) 相手方の機密情報又は本サービスにより配信された機密情報によることなく、独自に開

発した情報 

 

第12条 （個人情報） 

1. GRCS は、本サービス契約の履行に関連して知り得たクライアントが保有する個人に関する情

報であって、当該個人の識別が可能な情報（以下、「個人情報」といいます）を善良な管理者

の注意をもって管理し、クライアントの書面による事前の承諾を得ることなく、本サービス契約

の履行以外の目的のために、利用し又は第三者に利用させ若しくは開示、漏洩しないものと

します。なお、クライアントは、「個人情報」を GRCS に提示する際には、その旨明示し、また、

本サービス契約の履行上必要な最小限度において提示するものとします。 

2. GRCSは、「個人情報」の安全管理に必要かつ適切な措置を講じます。  

 

第13条 （保証） 

1. GRCSは、本サービス利用期間中、（１）本サービスによる情報配信を適宜実施し、（２）本サー

ビスを利用する上でクライアントが必要とする情報をクライアントに提供するうえで、合理的努



 

 

力を払います。 

2. GRCSは、クライアントに対して本サービスの利用を許諾する権限を有することを保証します。 

3. 前二項に明示的に定める保証を除き、GRCS は本サービスに関する一切の保証を提供しま

せん。 

 

第14条 （一時的サービス中断） 

GRCS は、システムメンテナンスの必要性、天災その他やむを得ない事情によりクライアントに事前

に連絡することなく本サービスの提供を一時的に中断することがあります。 

 

第15条 （反社会的勢力排除） 

1. GRCS及びクライアントは、本サービス契約が締結された日及び将来にわたり、自己又は自己

の役員及び従業員が次の各号に該当する者又は団体（以下、「反社会的勢力」といいます）

に該当しないことを表明し、保証します。 

(1) 暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、政治活動、 

(2) 社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団等、反社会的勢力共生者 

2. GRCS 又はクライアントは、合理的理由に基づき相手方が次の各号に該当すると判断した場

合、何らの催告なしに本サービス契約を解除することができます。 

(1) 反社会的勢力である場合、又は反社会的勢力であった場合 

(2) 自ら又は第三者を利用して、相手方に対して以下の行為を行った場合 

(3) 違法なあるいは相当性を欠く不当な要求 

(4) 有形力の行使に限定しない示威行為などを含む暴力行為 

(5) 情報誌の購買など執拗に取引を強要する行為 

(6) 被害者団体など属性の偽装による相手方への要求行為 

(7) その他「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」で禁止されている行為 

(8) 相手方に対して、自身が反社会的勢力である、又は、関係者である旨を伝えるなどした
場合 

 

第16条 （損害賠償） 

1. GRCS及びクライアントは、本サービス契約の履行に関し、相手方の責めに帰すべき事由によ

り損害を被った場合、相手方に対して、損害賠償を請求することができます。 

2. 前項の損害賠償は、債務不履行、法律上の瑕疵担保責任、不当利得、不法行為その他請

求原因の如何にかかわらず、当該請求原因により直接的に引き起こされた損害のみを対象と

し、逸失利益、逸失収入、データの喪失等を含む特別損害、付随的損害、間接的損害又は

偶発的損害を含まないものとします。 

3. GRCS又はクライアントの相手方に対する損害賠償累計総額は、損害発生時が属する本サー

ビス利用期間中にクライアントが GRCSに支払った、本サービス契約に基づく本サービスの利

用に関連する対価相当額を限度とします。 

4. GRCSは、2か月の事前通知により行った本サービスの機能追加、変更、中断又は終了により

生じる損害及び予測が不可能又は困難な事由により生じる障害等について責任を負いませ

ん。 

5. 前項規定による本サービスの終了のときは、GRCS は、クライアントに対し、終了した本サービ

ス利用期間の残存期間に相当する前払いされた本サービス利用料を返金します。ただし、残

存期間は、月割りによるものとし、１か月に満たない端数を切り捨てて算出します。 

 

第17条 （有効期間） 

1. 本サービス契約は、GRCSが第 6条第 4項に基づきクライアントに対し本サービスによる情報

配信を開始した時点より有効となり、クライアントが本サービスの利用を終了する日、クライア



 

 

ントが第 7条第 8項若しくは第 9項に基づき支払義務を負う金員の支払いを完了する日又は

GRCSが第 16条第 5項に基づきクライアントに対し終了した本サービス利用期間の残存期間

に相当する前払いされた本サービス利用料の返金を完了する日の内、いずれか後の方の日

付で終了します。 

2. 前項の規定にかかわらず、第１１条、第 16 条第 1 項乃至第 4 項及び第 18 条の規定は、本

サービス契約の有効期間終了後もなお有効に存続するものとします。 
 
第18条 （専属的合意管轄） 

GRCS 及びクライアントは、本サービス契約又は本約款に関して裁判上の紛争が生じた場合は、東

京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とすることに合意します。 
 
 
 
 
制定日：2017年 3月 22日 
改定日：2020年 1月 14日 
改定日：2021年 12月 7日 


	株式会社GRCSが企画・開発した脆弱性レポート日次発信サービス（商品名：「脆弱性TODAY」）の利用を希望されるお客様は、以下に記載するサービス約款の内容をご確認下さい。
	「脆弱性TODAY」を申し込まれるお客様は、以下に記載するサービス約款にご同意頂いたものと看做されます。
	「サービス約款」
	第1条 （目的）
	このサービス約款（以下、「本約款」といいます）は、‎第2条第5号に定義するクライアントが株式会社GRCS（以下、「GRCS」といいます）の企画・開発による脆弱性レポート日次発信サービス（商品名を「脆弱性TODAY」といい、以下、「本サービス」といいます）を利用するうえで必要な事項を定めることを目的とします。
	第2条 （定義）
	本約款において、次の用語は各号に示す意味を持ちます。
	(1) 「本サービス」は、第1条に定義する意味を持ち、将来GRCSが提供する本サービスの改訂版及び本サービスの関連資料を含み、次のサービス水準の範囲内で提供されるものとします。
	①  国内外３０以上のWebサイトをカバーし、製品及びサービスの脆弱性情報を日次収集します。
	②  外国語は和訳し、収集した脆弱性情報をメール等によりクライアントが予め指定した宛先に日本語で配信します。
	③  日本における休日（土曜日及び日曜日並びに国民の祝日に関する法律に規定する休日）及び年末年始等GRCSが定める休日以外の日の日本時間で午前６時までに公表された脆弱性情報を同日午後３時前後に配信します。
	④  脆弱性情報が無い場合の配信はありません。
	⑤  脆弱性情報には製品名・該当バージョン・深刻度を示す指標を含みます。
	⑥  脆弱性情報は、テキストデータに加えCSV形式により提供します。

	(2) 「販売代理店」とは、GRCSの非独占的販売代理店として「本サービス」を販売する企業をいいます。
	(3) 「クライアント」とは、「本約款」の内容に同意し、また、GRCS又は「販売代理店」との間で本サービス契約を締結して、本サービスを利用する企業等の法人をいいます。
	(4) 「本サービス利用期間」とは、‎第7条第4項に記載する、クライアントが有償で本サービスを利用できる期間をいいます。
	(5) 「クライアント」が「販売代理店」との間で本サービス契約を締結する場合、当該クライアントに対しては、（ア）本サービスの利用申込手続きに関し、「本約款」‎第6条第2項に定める手続きに代わり、「販売代理店」の定める利用申込手続きを適用するものとし、（イ）「本約款」‎第6条第3項及び第5項、‎第7条第1項及び第5項乃至第9項、‎第8条、‎第9条、‎第10条第2項、‎第11条乃至‎第16条並びに‎第18条において、「GRCS（網掛け表示は参考に過ぎません）」との表示を「販売代理店」に読み替えるものと...

	第3条 （使用許諾）
	1. GRCSは、本約款の条件に従い、クライアントが本サービスを非独占的に自己利用する権利をクライアントに付与します。
	2. クライアントは、前項によりGRCSが付与する権利を、事前の書面によるGRCSの同意を得ることなく、第三者に譲渡又は移転してはなりません。

	第4条 （知的財産権及び所有権）
	1. マニュアル、手順書、本サービスにより配信される情報等の著作権を含む本サービスに関連する全ての知的財産権は、GRCS又はGRCSに権利を許諾する第三者に帰属します。
	2. GRCSは、本約款により、前条に規定する権利のみをクライアントに付与します。本サービス及びその派生物に関連する著作権その他の知的財産権並びに所有権その他の権利をGRCSがクライアントに付与するものではありません。

	第5条 （無償サンプルファイルの閲覧）
	1. クライアントは、本サービスが提供する情報の内容を確認する目的で、本サービスにより配信する情報のサンプルファイルをGRCSのウェブサイトから無償でダウンロードすることができます。
	2. 無償サンプルファイルは、ファイルダウンロード時点における最新の情報ではありません。あくまで本サービスが提供する情報の概要を理解いただく目的の為のみに無償サンプルファイルを閲覧ください。

	第6条 （本サービスの利用開始までの流れ）
	1. 本サービスによる情報配信は、本サービスの利用初年度を除き、連続する１２か月を１単位とする利用期間毎に提供されます。
	2. 本サービスの利用申込手続きは次の通りです。
	(1) 脆弱性TODAYのウェブサイト内にある「お申し込み・お問合せフォーム」又はGRCSのウェブサイト内にある「お問い合わせフォーム」を通じて見積書を依頼するか、営業担当者に直接見積書発行を依頼するものとします。
	(2) 本サービスによる情報配信は、クライアントから指定された同一法人内のグループ又はメーリングリストを含むメールアドレス宛にのみ配信されます。また、グループ会社への再配信を前提としたホールディングス（持株会社）による契約等については、要望により別途見積もりを行います。
	(3) 前１号記載の依頼に基づき、GRCSは本サービスに関する見積書及び「脆弱性TODAY 使用申込書」を発行のうえ、クライアントに送付（メール及び郵送）します。
	(4) クライアントは、「脆弱性TODAY 使用申込書」の記載事項に間違いがないか確認後、「脆弱性TODAY 使用申込書」に記名押印のうえ、GRCSに送付（PDFをメール添付、ファクシミリ又は郵送）することにより、本サービスの利用を正式に申込したことになり、本約款に同意したものと看做されます。
	(5) 送付後の「脆弱性TODAY 使用申込書」は、原則として取り消しできません。

	3. GRCSは、自らの裁量により、クライアントからの本サービス利用申込を拒否する権利を留保します。
	4. 前項によって本サービス利用申込を拒否した場合を除き、GRCSは、配信準備が完了次第、「脆弱性TODAY 使用申込書」で指定されたクライアントのメールアドレス宛に本サービスによる情報配信を開始します。
	5. 本サービスによる情報の発信サービスを開始することにより、クライアントとGRCSの間で本約款に基づく本サービスの提供に関する契約（以下、「本サービス契約」といいます）が成立します。

	第7条 （本サービス利用料及び支払）
	1. クライアントは、クライアントが本サービスを利用する利用料金（以下、「本サービス利用料」といいます）を支払うものとします。「本サービス利用料」は、GRCSが別途定める利用料金表（以下、「サービス料金一覧表」といいます）の通りです。「サービス料金一覧表」は改訂されることがあります。「サービス料金一覧表」が改訂された場合においても、契約済みの利用期間については、契約時の本サービス利用料が適用されます。改訂後の本サービス利用料は、契約更新後の利用期間より適用となります。
	2. 初年度の利用開始月に限り、残存日数の多少に関係なく、当該月（以下、「無償サービス期間」といいます）の本サービス利用料を無料とします。無償サービス期間の適用は、クライアント毎に１度のみとなります。
	3. 無償サービス期間は、クライアントが本サービスの利用を申込した月ではなく、GRCSが本サービスによる情報配信を開始した日が属する月です。クライアントより「脆弱性TODAY 使用申込書」を受領してから情報配信を開始するまでに要する日数は通常５営業日程度です。休日その他の事情により、手続きに想定を超える日数を要することがあります。
	4. 本サービス利用料の課金対象となる利用期間は、無償サービス期間の翌月1日を開始日とする連続した１２か月間（以下、「本サービス利用期間」といい、‎第8条第3項の規定により更新された本サービスの利用期間を含むものとします）であり、また、本サービス利用料の支払は、年額の一括前払いとなります。
	5. GRCSは、本サービス提供開始にあたり、本サービス利用料年額、支払期日（本サービス利用期間の開始月末日）、支払方法（GRCSの指定銀行口座に振込）を記載した請求書をクライアントに送付します。
	6. クライアントは、GRCSの請求書に従い本サービス利用料年額に消費税を加えた金額を請求書に記載されるGRCSの指定銀行口座に振り込むことにより、本サービス利用期間中、継続的に本サービスを利用することができます。なお、本サービス利用料支払時の銀行手数料はクライアントの負担となります。
	7. GRCSの請求書に記載された支払期日までに本サービス利用料年額の入金が確認できず、ククライアントとの連絡が取れない等により、クライアントに支払いの意思がないとGRCSが判断する場合、GRCSは、本サービスを停止します。
	8. 前項の場合、クライアントは、本サービスの停止日をもって本サービス契約の解約を申し込んだものと看做されます。この場合、本サービス契約の解約にかかわらず、クライアントは、本サービス利用期間の内、経過済の１か月に係る本サービス利用料及び解約手数料（５万円（消費税別途））の支払義務を免れません。
	9. GRCSが定める支払期日までに前項の本サービス利用料及び解約手数料の支払が行われない場合、クライアントは、支払期日の翌日から支払を完了する日までの日数に応じ、その支払金額に対して年利14.6％の割合で計算した金額を遅延損害金としてGRCSに支払う義務を負います。

	第8条 （本サービス利用期間の更新）
	1. GRCSは、本サービス利用期間が終了する日の３か月前の日を目途として、クライアントに対し、本サービスの利用期間の更新に関するお知らせを送付（郵送及びメール）します。
	2. クライアントは、本サービスの利用期間の更新を希望しない場合、本サービス利用期間が終了する日の２か月前の日（以下、「解約通知期限」といいます）までに、本サービスの利用期間を更新しない旨書面でGRCSに通知（メール、ファクシミリ又は郵送）します。
	3. 解約通知期限までに、クライアントによる本サービスの利用を更新しない旨の通知がGRCSに到着しない限り、ククライアントは、本サービスの利用を既存の本サービス利用期間に続く１２か月で構成される新たな本サービスの利用期間につき同一条件で更新することに同意したものと看做されます。この場合、GRCSは、本サービスを継続してクライアントに提供し、更新後の本サービスの利用期間に係る本サービス利用料に関する請求書をクライアントに送付します。支払手続きは、‎第7条第6項乃至第9項に記載された内容に準じます。そ...

	第9条 （解約）
	1. ‎第8条第‎2項に従いクライアントが解約通知をGRCSに送付する場合、GRCSは解約通知受領後、解約申請書の書式を、クライアントに送付（メール及び郵送）します。
	1. ‎第8条第‎2項に従いクライアントが解約通知をGRCSに送付する場合、GRCSは解約通知受領後、解約申請書の書式を、クライアントに送付（メール及び郵送）します。
	2. クライアントは、解約申請書に記名押印のうえ、本サービス利用期間が終了する日の１か月前の日までにGRCSに返却（PDFをメール添付、ファクシミリ又は郵送にて送付）することにより、本契約の解約を正式に申請します。
	3. GRCSがクライアントの解約申請を受領し、受け付けることにより本契約は解約となります。

	第10条 （禁止事項）
	1. クライアントは、本サービスによりGRCSが配信した情報を同一法人内における利用に限定して用いるものとし、当該情報を当該法人外に配信又は再販してはならず、第三者にこれらの行為をさせてはなりません。但し、コンサルティングサービス用として本サービスによる配信情報を利用する場合等は、別途再販用の利用契約を締結することにより再販による利用が可能となる場合があります。
	2. 本サービスにより配信される情報を（１）持株会社（ホールディングス）等親会社がグループ会社に対し再配信する場合、（２）グループ内の一社がグループの親会社又は関連会社に再配信する場合等は、本契約の対象外です。このような利用の場合は、グループ会社間での共通利用を前提とする利用契約をGRCSと締結する必要があります。

	第11条 （秘密保持）
	1. GRCS及びクライアントは、本サービスに関連して相手方が機密として提供した情報を、第三者に漏洩してはなりません。ただし、法又は政府機関から開示の要求がある場合はこの限りではありません。
	2. クライアントは、本サービスにより機密として配信される情報を、第三者に漏洩してはなりません。ただし、法又は政府機関から開示の要求がある場合はこの限りではありません。
	3. 前二項の規定は、以下に該当することを証明できる情報には適用しません。
	(1) 公知の情報又は相手方から取得した後若しくは本サービスにより配信された後自己の責めによらず公知となった情報
	(2) 相手方から取得した時又は本サービスにより配信された時に既に保有していた情報
	(3) 第三者から適法に取得した情報
	(4) 相手方の機密情報又は本サービスにより配信された機密情報によることなく、独自に開発した情報


	第12条 （個人情報）
	1. GRCSは、本サービス契約の履行に関連して知り得たクライアントが保有する個人に関する情報であって、当該個人の識別が可能な情報（以下、「個人情報」といいます）を善良な管理者の注意をもって管理し、クライアントの書面による事前の承諾を得ることなく、本サービス契約の履行以外の目的のために、利用し又は第三者に利用させ若しくは開示、漏洩しないものとします。なお、クライアントは、「個人情報」をGRCSに提示する際には、その旨明示し、また、本サービス契約の履行上必要な最小限度において提示するものとします。
	2. GRCSは、「個人情報」の安全管理に必要かつ適切な措置を講じます。

	第13条 （保証）
	1. GRCSは、本サービス利用期間中、（１）本サービスによる情報配信を適宜実施し、（２）本サービスを利用する上でクライアントが必要とする情報をクライアントに提供するうえで、合理的努力を払います。
	2. GRCSは、クライアントに対して本サービスの利用を許諾する権限を有することを保証します。
	3. 前二項に明示的に定める保証を除き、GRCSは本サービスに関する一切の保証を提供しません。

	第14条 （一時的サービス中断）
	GRCSは、システムメンテナンスの必要性、天災その他やむを得ない事情によりクライアントに事前に連絡することなく本サービスの提供を一時的に中断することがあります。
	第15条 （反社会的勢力排除）
	1. GRCS及びクライアントは、本サービス契約が締結された日及び将来にわたり、自己又は自己の役員及び従業員が次の各号に該当する者又は団体（以下、「反社会的勢力」といいます）に該当しないことを表明し、保証します。
	(1) 暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、政治活動、
	(2) 社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団等、反社会的勢力共生者

	2. GRCS又はクライアントは、合理的理由に基づき相手方が次の各号に該当すると判断した場合、何らの催告なしに本サービス契約を解除することができます。
	(1) 反社会的勢力である場合、又は反社会的勢力であった場合
	(2) 自ら又は第三者を利用して、相手方に対して以下の行為を行った場合
	(3) 違法なあるいは相当性を欠く不当な要求
	(4) 有形力の行使に限定しない示威行為などを含む暴力行為
	(5) 情報誌の購買など執拗に取引を強要する行為
	(6) 被害者団体など属性の偽装による相手方への要求行為
	(7) その他「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」で禁止されている行為
	(8) 相手方に対して、自身が反社会的勢力である、又は、関係者である旨を伝えるなどした場合


	第16条 （損害賠償）
	1. GRCS及びクライアントは、本サービス契約の履行に関し、相手方の責めに帰すべき事由により損害を被った場合、相手方に対して、損害賠償を請求することができます。
	2. 前項の損害賠償は、債務不履行、法律上の瑕疵担保責任、不当利得、不法行為その他請求原因の如何にかかわらず、当該請求原因により直接的に引き起こされた損害のみを対象とし、逸失利益、逸失収入、データの喪失等を含む特別損害、付随的損害、間接的損害又は偶発的損害を含まないものとします。
	3. GRCS又はクライアントの相手方に対する損害賠償累計総額は、損害発生時が属する本サービス利用期間中にクライアントがGRCSに支払った、本サービス契約に基づく本サービスの利用に関連する対価相当額を限度とします。
	4. GRCSは、2か月の事前通知により行った本サービスの機能追加、変更、中断又は終了により生じる損害及び予測が不可能又は困難な事由により生じる障害等について責任を負いません。
	5. 前項規定による本サービスの終了のときは、GRCSは、クライアントに対し、終了した本サービス利用期間の残存期間に相当する前払いされた本サービス利用料を返金します。ただし、残存期間は、月割りによるものとし、１か月に満たない端数を切り捨てて算出します。

	第17条 （有効期間）
	1. 本サービス契約は、GRCSが‎第6条第4項に基づきクライアントに対し本サービスによる情報配信を開始した時点より有効となり、クライアントが本サービスの利用を終了する日、クライアントが‎第7条第8項若しくは第9項に基づき支払義務を負う金員の支払いを完了する日又はGRCSが第16条第5項に基づきクライアントに対し終了した本サービス利用期間の残存期間に相当する前払いされた本サービス利用料の返金を完了する日の内、いずれか後の方の日付で終了します。
	2. 前項の規定にかかわらず、第１１条、第16条第1項乃至第4項及び第18条の規定は、本サービス契約の有効期間終了後もなお有効に存続するものとします。

	第18条 （専属的合意管轄）
	GRCS及びクライアントは、本サービス契約又は本約款に関して裁判上の紛争が生じた場合は、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とすることに合意します。

